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附属幼稚園を置く各国立大学法人担当課  

 

 

文部科学省初等中等教育局長    

望 月    禎 

 

 

幼稚園設置基準の一部を改正する省令の公布について（通知） 

 

 

 

 このたび、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第３条の規定に基づき、幼稚

園設置基準の一部を改正する省令（令和８年文部科学省令第３号）を制定し、本

日公布いたしました。 

 今回の改正の趣旨及び概要は下記のとおりですので、各都道府県知事及び各都

道府県教育委員会におかれては、十分御了知の上、貴管内の関係者に対して遅滞

なく周知し、その運用に遺漏のないよう配意願います。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の

規定に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

 

 

記 

 

 

１．改正の趣旨 

 近年、幼稚園において特別な配慮を必要とする幼児数は増加傾向にあるなど、

より一層、幼児一人一人の置かれた状況や発達の特性等に応じ、行き届いた教育

を推進するための環境整備が必要であることから、学級編制基準を引き下げるた

め、改正を行うものであること。 

 

 

２．改正の概要 

 学級編制の基準を、原則 35人以下から原則 30人以下に引き下げる。 



 施行期日は令和８年４月１日とし、令和 14年３月 31日までは従前によること

ができるとする経過措置を設ける。 

 

 

３．その他 

（１）学級編制の引き下げに伴う影響への対応について 

 幼稚園設置基準における学級編制基準を引き下げた場合、一部の園においては

学級数の増加などにより、園舎の増築・改修、新たな教員の採用などを行うこと

が想定されるところ、当該園が円滑に対応することができるよう、上記のとおり

６年間の経過措置を設けるとともに、必要な施設整備や人材確保等について、参

考資料に示す国の支援も活用いただきたいこと。 

 

（２）認定こども園の学級編制基準について 

 認定こども園における学級編制基準についても、今年度中に同様の改正を検討

していること。 

 

以上 

 

 

【添付資料】 

（別紙）幼稚園設置基準の一部を改正する省令の条文（官報掲載版） 

（参考資料）幼稚園における学級編制基準の引き下げに伴い学級数の増加等のた

めに必要な施設整備や人材確保等にかかる国の支援について 

・私立幼稚園施設整備費補助金 

・学校施設環境改善交付金 

・私立高等学校等経常費助成費等補助 

・公定価格 

【本件担当】 
文部科学省初等中等教育局幼児教育課企画係 
代表電話：03-5253-4111（内線：3136） 



 
○
文
部
科
学
省
令
第
三
号

　

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
幼
稚
園
設
置
基
準
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。 

 

　
　

令
和
八
年
二
月
二
十
日

 

文
部
科
学
大
臣　

松
本　

洋
平　
　

　
　
　

幼
稚
園
設
置
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令 

　

幼
稚
園
設
置
基
準
（
昭
和
三
十
一
年
文
部
省
令
第
三
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

　

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定

の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



改　
　
　
　

正　
　
　
　

後

改　
　
　
　

正　
　
　
　

前

　

（
一
学
級
の
幼
児
数
） 

　

（
一
学
級
の
幼
児
数
） 

第
三
条　

一
学
級
の
幼
児
数
は
、
三
十
人
以
下
を
原
則
と
す
る
。

第
三
条　

一
学
級
の
幼
児
数
は
、
三
十
五
人
以
下
を
原
則
と
す
る
。



附　

則 
１　

こ
の
省
令
は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２　

こ
の
省
令
の
際
現
に
存
す
る
幼
稚
園
に
お
け
る
一
学
級
の
幼
児
数
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
第

三
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
和
十
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。 



４
ア
ス
ベ
ス
ト
等
対
策

・・
・
吹
き
付
け
ア
ス
ベ
ス
トの
除
去
等

５
屋
外
教
育
環
境
整
備

・・
・
ア
ス
レ
チ
ック
遊
具
、屋

外
ス
テ
ー
ジ
、防

音
壁
等
の
整
備

私
立
幼
稚
園
施
設
整
備
費
補
助
金

○
 緊
急
の
課
題
とな
って
い
る
国
土
強
靱
化
の
取
組
を
推
進
す
る
園
舎
や
外
壁
等
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
、こ
ども
の
命
を
守
る
防
犯
対
策
、

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
に
向
け
た
エ
コ改

修
、バ
リア
フリ
ー
化
等
の
施
設
整
備
に
要
す
る
経
費
を
支
援
す
る
。

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

私
立
の
幼
稚
園

対
象

校
種

国
１

/３
、事

業
者
２

/３
 

※
地
震
に
よ
る
倒
壊
等
の
危
険
性
が
高
い
施
設
の
耐
震
補
強

   
特
別
防
犯
対
策

国
１

/２
、事

業
者
１

/２

補
助

割
合

工
事
費
、実

施
設
計
費
、耐

震
診
断
費

等
対
象

経
費

１
耐
震
補
強

・・
・
耐
震
補
強
、非

構
造
部
材
の
耐
震
対
策
、耐

震
診
断
、防

災
機
能
強
化

２
a
防
犯
対
策

・・
・
門
・フ
ェン
ス
・防
犯
監
視
シ
ス
テ
ム
等
の
設
置

８
バ
リア
フリ
ー
化

・・
・
ス
ロー
プ
の
設
置
、ト
イレ
の
バ
リア
フリ
ー
化
等
の
整
備

３
新
築
・増
築
・改
築

・・
・
新
築
、増

築
、耐

震
改
築
、そ
の
他
の
危
険
建
物
の
改
築

６
エ
コ
改
修

・・
・
太
陽
光
発
電
、省

エ
ネ
型
設
備
等
の
設
置
・改
修

７
内
部
改
修

・・
・
預
か
り保

育
、学

級
編
制
基
準
見
直
し（

1学
級

35
人
→

30
人
）

園
舎
の
整
備

（
多
様
な
学
び
の
た
め
の
間
仕
切
り設

置
、空

調
整
備
等
）

 

２
b
特
別
防
犯
対
策

・・
・
防
犯
カメ
ラ・
オ
ー
トロ
ック
シ
ス
テ
ム
・非
常
通
報
装
置
等
を
含
め
た
防
犯
対
策
整
備

（
R5

~
：
補
助
率
の
嵩
上
げ

1/
3→

1/
2を

R1
0ま
で
延
長
）

現
状
・課
題
・事
業
内
容

事
業
者
（
学
校
設
置
者
）

昭
和

42
年
度
～

実
施

主
体

事
業
開
始

年
度

※
耐
震
補
強
、特

別
防
犯
対
策
、増

築
・改
築
の
一
部
、エ
コ改

修
及
び
内
部
改
修
の
一
部
に
つ
い
て
は
令
和
７
年
度
補
正
予
算
に
計
上

令
和
８
年
度
予
算
額
（
案
）

4.
4億

円
（
前
年
度
予
算
額

4.
5億

円
）

令
和
７
年
度
補
正
予
算
額

20
億
円

 ※
 



公
立
学
校
施
設
の
整
備

新
し
い
時
代
の
学
び
を
支
え
る
安
全
・安
心
な
教
育
環
境
の
実
現

令
和

8年
度

予
算

額
（

案
）

67
8億

円
（

前
年

度
予

算
額

69
1億

円
）

令
和

7年
度

補
正

予
算

額
2,

55
2億

円

（
担

当
：

大
臣

官
房

文
教

施
設

企
画

・防
災

部
施

設
助

成
課

）


学

校
施

設
の

老
朽

化
が

ピ
ー

クを
迎

え
る

中
、子

供
た

ち
の

多
様

な
ニ

ー
ズ

に
応

じた
教
育
環
境
の
向
上
と老

朽
化
対
策
の
一
体
的
整
備

が
必

要
。


中

長
期

的
な

将
来

推
計

を
踏

ま
え

、首
長
部
局
との
横
断
的
な
協
働

を
図

りな
が

ら、
ト
ー
タ
ル
コス
ト
の
縮
減
に
向
け
て
計
画
的
・効
率
的
な
施
設
整
備

を
推

進
。


20

50
年

の
カー

ボ
ン

ニ
ュー

トラ
ル

達
成

に
向

け
て

、脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
貢
献

す
る

持
続

可
能

な
教

育
環

境
の

整
備

を
推

進
。

背
景

改
正

事
項


物

価
変

動
の

反
映

等
に

よ
る

増
 :

 対
前
年
度
比
＋

7.
7％

小
中

学
校

校
舎

 (
鉄

筋
コン

クリ
ー

ト造
) 

の
場

合
: 

R7
:3

25
,7

00
円

/㎡
⇒

R8
:3

50
,8

00
円

/㎡
単
価
改
定

従
来
の
建
物
で

必
要
な
エ
ネ
ル
ギ
ー

ZE
B
で
使
う

エ
ネ
ル
ギ
ー

ZE
B
で
創
る

エ
ネ
ル
ギ
ー

つ く る

ー
＝

0

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
が

正
味
ゼ
ロ

省
エ
ネ

 …
高

断
熱

化
、L

ED
照

明
、高

効
率

空
調

な
ど

創
エ
ネ

 …
太

陽
光

発
電

な
ど

へ ら す

新
時
代
の
学
び
に
対
応
した
教
育
環
境
向
上
と

老
朽
化
対
策
の
一
体
的
整
備
の
推
進

防
災
・減
災
、国

土
強
靱
化
の
推
進

脱
炭
素
化
の
推
進


学

校
施

設
の

長
寿

命
化

を
図

る
老

朽
化

対
策


バ

リア
フリ

ー
化

、特
別

支
援

学
校

の
整

備


他
施

設
との

複
合

化
・集

約
化

、校
内

ネ
ット

ワ
ー

ク環
境

の
整

備


非

構
造

部
材

の
耐

震
対

策
等


避

難
所

とし
て

の
防

災
機

能
強

化


空
調

設
置

、洋
式

化
を

含
め

た
トイ

レ
改

修
等


学

校
施

設
の

 Z
EB

※
化

( 
高

断
熱

化
、L

ED
照

明
、高

効
率

空
調

、太
陽

光
発

電
等

 )


木
材

利
用

の
促

進
 (

 木
造

、内
装

木
質

化
 )

老
朽
化
対
策
と一

体
で

多
様

な
学

習
活

動
に

対
応

で
き

る
多

目
的

な
空

間
を

整
備

他
施
設
との
複
合
化

に
よ

り学
習

環
境

を
多

機
能

化
しつ

つ
、効

率
的

に
整

備

激
甚
化
・頻
発
化

す
る

災
害

へ
の

対
応

(能
登

半
島

地
震

に
お

け
る

外
壁

・内
壁

落
下

)
避

難
所

とし
て

の
防
災
機
能
強
化

(バ
リア

フリ
ー

トイ
レ

の
整

備
)

柱
や
内
装
に
木
材
を
活
用

し、
温

か
み

の
あ

る
学

習
環

境
や

脱
炭

素
化

を
実

現
学

校
施

設
の

ZE
B化

新
し
い
時
代
の

学
校
施
設

国
土
強
靱
化

脱
炭
素
化

公 立 学 校 施 設 の 整 備

※
N

et
 Z

er
o 

En
er

gy
 B
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ld

in
g（

ネ
ット

・ゼ
ロ・

エ
ネ

ル
ギ

ー
・ビ

ル
）

の
略

称
で

、快
適

な
室

内
環

境
を

 実
現

しな
が

ら、
建

物
で

消
費

す
る

年
間

の
一

次
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
収

支
を

ゼ
ロに

す
る

こと
を

目
指

した
建

築
物



私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等
補
助

令
和
８
年
度
予
算
額
（
案
）

 1
,0

06
億
円

（
前
年
度
予
算
額

 1
,0

03
億
円
）

事
業
内
容

○
私
立
高
等
学
校
等
の
教
育
条
件
の
維
持
向
上
や
学
校
経
営
の
健
全
性
の
向
上
等
を
図
る
とと
も
に
、自

主
性
に
基
づ
く特
色
あ
る
質
の
高
い
教
育
を
充
実
す
る
た
め
、国

が
都
道
府
県

に
よ
る
経
常
費
助
成
等
に
対
して
補
助
を
行
う。

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助

●
一
般
補
助

 
83

7億
円
（

83
3億

円
）

都
道
府
県
が
、私

立
の
高
等
学
校
、中

学
校
、小

学
校
及
び
幼
稚
園
等
の
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
助
成
す
る
場
合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

○
物
価
上
昇
等
へ
の
対
応
、私

立
学
校
に
お
け
る
教
育
の
高
度
化
等
に
必
要
な
幼
児
児
童
生
徒
１
人
当
た
り単

価
の
増
額

○
幼
稚
園
教
諭
等
の
継
続
的
な
賃
上
げ
及
び
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
処
遇
改
善
に
対
す
る
支
援
を
引
き
続
き
実
施

●
特
別
補
助

 
13

6億
円
（

13
7億

円
）

 教
育
改
革
推
進
特
別
経
費

<
55
億
円

>
   

   
都
道
府
県
が
、私

立
学
校
の
特
色
あ
る
取
組
等
に
助
成
を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

   
 ①
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
学
校
支
援
経
費
の
充
実
（
次
世
代
を
担
う人

材
育
成
の
促
進
、外

国
人
入
学
生
の
受
入
れ
の
た
め
の
環
境
整
備
、

IC
T教

育
環
境
の
整
備
、

 
教
育
相
談
体
制
の
整
備
、安

全
確
保
の
推
進
、特
別
支
援
教
育
に
か
か
る
活
動
の
充
実
、教

員
業
務
支
援
員
の
配
置
等
）

<
19
億
円

>
   

 ②
子
育
て
支
援
推
進
経
費
（
預
か
り保

育
推
進
事
業
、幼

稚
園
の
子
育
て
支
援
活
動
の
推
進
）

<
36
億
円

>
幼
稚
園
等
特
別
支
援
教
育
経
費

<
78
億
円

>
   

   
都
道
府
県
が
、特

別
な
支
援
が
必
要
な
幼
児
が
１
人
以
上
就
園
して
い
る
私
立
の
幼
稚
園
等
に
特
別
な
助
成
を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

 授
業
料
減
免
事
業
等
支
援
特
別
経
費

 <
2億

円
>

私
立
の
小
中
学
校
等
が
、家

計
急
変
等
の
経
済
的
理
由
か
ら授

業
料
の
納
付
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒
に
対
し授

業
料
減
免
措
置
を
行
い
、都

道
府
県
が
そ
の
減
免
額
に
助
成

を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

過
疎
高
等
学
校
特
別
経
費

<
1.

5億
円

>
   

   
都
道
府
県
が
、過

疎
地
域
に
所
在
す
る
私
立
高
等
学
校
の
経
常
的
経
費
に
助
成
を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
補
助

●
特
定
教
育
方
法
支
援
事
業

34
億
円
（

33
億
円
）

 特
別
支
援
学
校
等
に
対
して
、国

が
そ
の
教
育
の
推
進
に
必
要
な
経
費
の
一
部
を
補
助
。

※
子
ども
・子
育
て
支
援
制
度
移
行
分
を
含
む
。

※
単
位
未
満
四
捨
五
入
の
た
め
、計

が
一
致
しな
い
場
合
が
あ
る
。

※
（

  ）
 は
前
年
度
予
算
額

私
立
高
等
学
校
等
は
、多

様
な
人
材
育
成
や
特
色
あ
る
教
育
を
行
うこ
とに
よ
り、
我

が
国
の
学
校
教
育
の
発
展
に
大
き
く貢
献
して
い
る
。私

立
高
等
学
校
等
が
我
が
国
の

初
等
中
等
教
育
に
果
た
し
て
い
る
役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、都

道
府
県
に
よ
る
経
常

的
経
費
へ
の
助
成
を
支
援
す
る
必
要
が
あ
る
。

背
景
説
明

私
立
高
等
学
校
等
の
教
育
条
件
の
維
持
向
上
や
学
校
経
営
の
健
全
性
の
向
上
等
を

図
る
こと
に
よ
り、
私
立
高
等
学
校
等
の
健
全
な
発
展
に
資
す
る
とと
も
に
、私

立
高
等

学
校
等
に
お
け
る
多
様
な
人
材
育
成
や
特
色
あ
る
教
育
を
充
実
す
る
。

目
的
・目
標



公
定
価
格

（
施

設
型
給
付

）
の

概
要

○
子
ど
も

・
子

育
て
支
援
新
制
度
（
H2

7.
4～

）
で
は
、
認

定
こ
ど
も
園
、
幼
稚
園
、
保
育
所
を
通
じ
た
共
通
の
給
付
で
あ
る

「
施
設

型
給

付
」

に
よ
り
、
市
町
村
の
確

認
を
受
け
た
施
設
・
事
業
の
利
用
に
当
た

っ
て
、
財
政
支
援
を
保
障
し
て
い
る
。

○
施
設
型

給
付

費
の
基
本
構
造
は
、
「
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
よ
り
算
定

し
た
費
用
の
額
」
（
公
定
価
格
）
か
ら

「
政
令

で
定

め
る

額
を
限
度
と
し
て
市
町

村
が
定
め
る
額
」
 
（
利
用
者
負
担
額
）
を

控
除
し
た
額
と
さ
れ
る
。

○
公
定
価

格
は

、
施
設
の
種
別
や
定
員

、
所
在
す
る
地
域
、
子
ど
も
の
認
定
区
分

（
１

号
：

３
歳

以
上

で
保

育
の

必
要

な
し

、

２
号
：

３
歳
以
上
で

保
育

の
必

要
あ

り
、
３
号

：
０
～
２

歳
で
保

育
の
必
要

あ
り

）
、
年
齢
に
応
じ
て
、
教
育
・
保
育
に

通
常
要

す
る

費
用

の
額
※
を
勘
案
し
て
、
子
ど
も
１
人
当
た
り
の
単
価
と
し
て
、
設

定
し
て
い
る
。

※
人
件

費
・

事
業

費
・
管
理
費
に
つ
い
て
対
象
と
な
る
費
目
を
積
み
上
げ
。

○
子
ど

も
一

人
当

た
り
の
単
価
は
、
共
通
し
て
適
用
さ
れ
る
「
基
本
分
単
価
」
に
加

え
、
要
件
を
満
た
し
た
場
合
に
適
用
さ
れ
る

「
加
算

」
・

「
減

算
」

の
仕
組
み
が
あ
る
。

人
件
費
：
園
長
、
教
諭
（
3歳

児
 
2
0
:
1、

4・
5歳

3
0
:1
）

、
事

務
職

員
等

管
理
費
：
旅
費
、
職
員
研
修
費
等

事
業
費
：
保
育
材
料
費
等

副
園
長
・
教
頭
配
置
加
算
、
満
３
歳
児
対
応
加

配
加
算

（
6
:
1）

、
３

歳
児

配
置
改

善
加

算
（

1
5
:1
）
、
４
歳
以
上
児
配
置
改
善
加
算
（

25
:
1）

、
給

食
実

施
加

算
、

処
遇
改

善
等

加
算

、
外
部
監
査
費
加
算
、
小
学
校
接
続
加
算
、
第
三

者
評
価

受
審

加
算

等

基 本 分 加 算

※
基
本
分
に
つ

い
て

は
平
成

2
7年

度
、

加
算
に
つ
い

て
は

令
和

6年
度

か
ら

措
置

。
〈

幼
稚
園
（
１
号
）
の
例
〉

施
設

型
給

付
費

（
公
費
で

負
担

）

法
定

代
理

受
領

＝

利
用
者
負
担
額

（
施
設
で
徴
収
）

【
イ

メ
ー

ジ
】

公 定 価 格
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